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産業雇用安定センターとは
人材を送り出す企業と人材を受け入れる企業との間で様々な
人材マッチングを支援している公的機関です。

人材確保・再就職・
出向をサポート

約22万人の実績

サービスのラインナップ

長野事務所

〒380-0921　長野市栗田源田窪1000-1　長栄長野東口ビル3階
TEL 026-229-0555　　FAX 026-229-0333

産業雇用

約５００人のコンサルタントが全国対応。利用料・紹介料無料

1

人材育成・企業間交流の
ための出向支援３

新規分野開拓のために
経験者を受け入れたい

他企業での就業経験に
より従業員の能力・技術

向上を図りたい

専門性の高い人材を
雇いたい、人材を確保したい

事業の整理・縮小を
検討している

キャリア
人材バンク２

能力・技術を有する
高齢者の雇用を検討

６６歳以降もまだまだ
働きたい

セミナー事業（有料）4

●新入社員研修・フォローアップ研修
●リーダーシップスキルアップセミナー
●マネジメントスキルアップセミナー
●ハラスメントセミナー　など

人材確保・再就職の
人材マッチング

マッチング

マッチング マッチング

チラシ　人材確保・再就職・出向をサポート　20210401
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※審査の結果、ご融資できない場合がございます。●詳しくは、窓口または担当者までお問い合わせください。

デジタル化投資、DX、カーボンニュートラル等
事業者さまの成長戦略に

● デジタル化によるシステム導入資金
● 脱炭素等の環境負荷低減に関する設備資金
● 生産性の向上、新分野進出、新サービスの展開等に伴う資金
● 成長戦略に基づく土地購入、建物取得等にかかる資金
● 雇用促進、従業員教育にかかわる資金

【主な例】

事業の持続可能性を高めるため、デジタル技術の活用や脱炭素等、
新たな事業価値の創造を図るなど、成長戦略にかかわる資金として、お役立てください。

M O N T H L Y  R E P O R T
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☆働きやすい職場環境づくり
　「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」を果
たすとともに「あらゆる差別の撤廃と
人権教育の推進」に邁進しましょう。

地球に優しい企業人の皆様へ
“�あなたにもできる。
　��ライフスタイルの見直しで、
　　　１人１日１kgのCO2 削減”

「信州の安心なお店 認証制度」のご案内
１．認証の対象となる事業者（６月３日時点）

　�　「新型コロナ対策推進宣言」を実施している飲食業（持ち帰り・配達飲食サー
ビス業を含む）及び宿泊業、クリーニング業、理美容業、公衆浴場業、冠婚葬
祭業（結婚式場業）、文化芸術施設（映画館・博物館・美術館）、スポーツ施設
提供業、遊戯場、カラオケボックス業、療術業の事業者の皆様

　　※�その他の業種につきましては、利用者に接する機会が多い業種を優先して、順次、
拡大していく予定です。

２．事業者の認証までの流れ

３．申請方法

４．認証事業者サポート内容

プレミアム付きクーポンの
取扱いができます！

3,000円（1冊）で5,000円分利用で
きるプレミアム付きクーポンの取扱い
ができます。
2,000円分のプレミアム分は長野県が
費用を負担します。
１店舗につき、最大100冊まで取扱い
が可能です。
※�クーポンの発売可能時期や期限等に
ついては、認証後に事務局よりお送
りする手引き等をご確認ください。

サポート01
安心なお店

応援スタンプラリー（仮称）
に参加できます！

一定数の対象店舗を利用する
と、抽選で豪華賞品が当たる
というもので、各種メディア
でも告知を行いますので、参
加により集客のサポートを行
います。
※�参加希望の店舗には、事務
局より別途ご案内をお送り
します。

サポート02
模範的に取り組まれている店舗を

TV番組や特設サイトで
紹介します！

感染対策について、他の店舗の参考とな
る模範的な取組をされている店舗を、民
放テレビ局のミニ番組やYouTubeなど
各種メディアでご紹介いたします。
また、認定されたすべての店舗は、キャ
ンペーンの特設サイトに掲載いたしま
す。
※�対象店舗は、現地確認の結果を踏まえ、
事務局側で選定させていただきます。

サポート03



２	 特集
	 令和３年度	長野県中小企業団体中央会
	 通常総代会を開催
11	 中央会インフォメーション
13	 全中インフォメーション
14	 ズームアップ！組合の魅力発見
	 海野町商店街振興組合
15	 市町村のイチオシ！
	 辰野町
16	 好機逸すべからず
	 三和ロボティクス株式会社（飯田市）
	 信越ハーネス株式会社（岡谷市）
20	 街の法律家　行政書士に聞く
	 「生前の相続対策の重要性と事業承継」

長和町辰野町

〈表紙写真〉横川の蛇石（国天然記念物）
　粘板岩に変成岩の層が貫入してできた珍しい岩で、白いシマ
模様が長々と川底に横たわっている様は、まるで大蛇のような
姿に見えることから蛇石と呼ばれています。
　昭和15年には国の天然記念物にも指定されました。
　蛇石のある横川渓谷も、澄んだきれいな清流と、春の眼にま
ぶしい新緑や秋の紅葉など、一年を通じて訪れる人に自然の息
吹を感じさせてくれるスポットです。
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　５月25日、長野市
「ホテルメトロポリ
タン長野」において
令和３年度通常総代
会が開催されまし
た。昨年度に引き続
き、今年度の通常総
代会も、新型コロナ
ウイルス感染症拡大
防止のため、規模を
縮小しての開催とな
りました。阿部守一
長野県知事、宮本衡
司長野県議会議長、丸山大輔長野県議会産業観光企業
委員長をはじめ９名の来賓をお招きし、総代である正
副会長、理事・監事が本人出席、多くの総代の皆様に
は書面により議決権の行使をしていただきました。
　総代出席者数は、本人出席52名、委任状出席44名、
書面出席154名の合計250名となり、現在の総代定数
297名の過半数を満たして有効に成立しました。
　中田教一副会長の開会挨拶で始まった総
代会では、会長挨拶の中で黒岩清会長が、
新型コロナウイルス感染症により深刻な経
済状況が続く中、ウィズコロナ、アフター
コロナに対応すべき重要な変革期であると
の認識を持ち、効果的な支援策の要請や活
用支援を実施するとともに、事業継続力強
化やBCP、SDGsなどの各種取り組みを推
進し、組合事業の充実に向け一層尽力して

いく決意を述べられ
ました。
　続いて、叙勲受章
者、長野県知事表彰
受賞者への顕彰と退
任された事務主任者
会長・青年中央会長
への感謝状贈呈につ
いてご紹介し、本会
として敬意を表する
こととさせていただ
きました。ご紹介さ
れた皆様には、後日

記念品等をお届けいたしました。
　議案審議では、議長に花村薫副会長が就任し、上程
議案は原案に基づき承認・可決されました。
　議事終了後、ご来賓を代表して阿部守一長野県知事、
宮本衡司長野県議会議長、丸山大輔長野県議会産業観
光企業委員長よりご祝辞を頂戴し、高見澤秀茂副会長
の閉会挨拶により総代会は無事終了しました。

令和３年度（第66回）長野県中小企業団体中央会

通 常 総 代 会
特 集

１．地域経済の再生と事業再構築による成長分野への展開支援
２．組合制度を活用した経営基盤強化並びに組織化推進と創業支援
３．施策を活用した生産性向上とデジタル化への対応支援
４．持続可能な地域づくりと観光産業・商店街の活性化支援
５．BCP・事業継続力強化計画の策定等の強靭化支援
６．事業承継・事業引継の推進と経営資源集約化税制の活用支援
７．雇用の維持・人材確保の諸施策の活用支援

― つながる ひろげる
連携の架け橋 ―

スローガン

丸山 大輔
長野県議会産業観光企業委員会

委員長

阿部 守一
長野県知事

宮本 衡司
長野県議会

議長

特集　令和３年度 通常総代会
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　本日は、令和３年度第66回長野県中小企業団体中
央会の総代会開催にあたり、副会長及び理事・監事
の皆様には県内各地よりご出席いただきまして、誠
にありがとうございます。
　平素は、本会の事業運営につきまして、格別なる
ご支援とご理解を賜り、厚くお礼申し上げます。
　また、阿部長野県知事、宮本長野県議会議長、そ
して丸山県議会産業観光企業委員長をはじめ、ご来
賓の皆様にもご臨席を賜っております。公務ご多用
の折、誠にありがとうございます。
　本年度の総代会は、昨年度に続き新型コロナウイ
ルス感染症の予防を最優先に、規模を縮小して開催
させていただき、役員以外の総代の皆様には「書面
による議決権の行使」をお願いしたところです。
　さて、私も昨年５月の総代会におきまして会長に
選任され、早いもので１年が経過しました。この間
新型コロナウイルスの感染拡大が繰り返され、３度
に亘る「緊急事態宣言」の発出もありまして、特に
飲食、宿泊、旅客運送業などを中心に長野県経済も
大きな打撃を受け、現在も厳しい状況が続いており
ます。
　感染予防と社会・経済活動の両立という難しい舵
取りではありますが、ワクチン接種が始まったこと
で感染が一日も早く収束し、地域経済も力強く回復
していくことを切に願うものです。
　中央会におきましては、持続化給付金、家賃支援
給付金そして雇用調整助成金などの活用について支
援するとともに、「感染症対策マニュアル」や「防
災タイムライン」の配布を行い、予防の徹底、万一
に備えた準備をお願いしたところです。
　また、一昨年の台風被害から回復途上での感染拡
大でありましたが、被災されました事業者の皆様方
に対しまして新分野展開も視野に入れ、組合等を通
じてグループ補助金の活用について支援を行い、再
建に向けて現在も継続しているところです。当面
ウィズコロナの時期は続くと思われますが、アフ
ターコロナを見据え、事業の再構築を図るための重
要な変革期にあるとの認識を持っているところです。

　関係機関等と連携の上、事業の継続と雇用の維持
のため、効果的な支援策が打ち出されるよう要請す
るとともにその活用について支援してまいります。
　生産性の向上、新分野進出、新たな生活様式に沿っ
た事業展開が求められる中、組合においても取り組
んでいただくことのできます「事業再構築補助金」
や、引き続き本会で行う「ものづくり補助金」事業
を効果的に活用いただけますよう、金融機関等との
連携も強化しつつ対応してまいります。
　さらに、強靱化のための事業継続力強化・BCP
の策定、人材確保・育成、持続可能な地域づくり等
の課題解決のため、SDGsを経営に活かしていただ
く取り組みを推進したいと考えております。
　とりわけ個々の会員組合、事業者の皆様にとって、
カーボンニュートラルという時代の要請に対して無
関心ではいられないといった現実、または大規模な
自然災害や経済恐慌、そして今回のようなパンデ
ミックなどといったブラックスワン的な事象に対し
て、事業の継続性に関する課題は避けて通れないも
のと認識しているところです。
　こうした課題へのアプローチとして、組合の存在
意義についての再認識が欠かせず、変化の時代にこ
そ注目に値するものであり、予測できないリスクに
も極めて有効な仕組みであると考えます。
　ここに７つのスローガンを掲げておりますが、そ
の実現に向けて提案型・伴走型の巡回支援を強化し、
幅広く組合の魅力を発信しながら組合事業の充実と
新たな組織化の推進に向けてその役割を果たしてい
く所存です。
　この後、議案を上程させていただきますが、書面
により出席をお願いしました総代の皆様の意見も踏
まえ、審議の程よろしくお願いいたします。
　結びに、ご出席いただきました役員・総代の皆様
はじめ、会員組合・構成員企業の益々のご活躍、ご
発展を祈念申し上げますとともに、引き続き本会へ
のご支援、ご協力をお願い申し上げまして挨拶とい
たします。

― つながる　ひろげる　連携の架け橋 ―

通常総代会ご挨拶
長野県中小企業団体中央会

会長 黒　岩　　　清
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特集　令和３年度 通常総代会

Ⅰ．中小企業連携組織対策事業

１．組合等の巡回支援・相談業務の充実・強化
　�　組合等及びその構成員企業を計画的かつ効率的に
巡回し、円滑な組合運営並びに経営基盤強化、事業
の再構築に向けて支援する。（指導員25人、職員４人
の体制で、長野・松本・上田・諏訪・飯田に事務所・
分室を置き、巡回支援を徹底し先進的な事例創出に
取り組む。）
　�（主な内容は次のとおり。年間の巡回・相談件数　
10,000件以上）
　◦�組合事業の活性化及び再構築並びに新たな共同事
業の創出支援

　◦�生産性向上の実現に向けた国、県等の各種支援施
策の周知とその活用支援

　◦�BCP及び事業継続力強化計画支援並びに復興グ
ループの共同事業等運営支援

　◦�新型コロナウイルス対策のための資金繰り及び雇
用調整助成金の活用支援

　◦�新型コロナウイルス対策の一時支援金の活用及び
その他関連施策の活用支援

　◦�工業・卸売団地及び商店街、地場産業等の産業集
積の振興・活性化支援

　◦�組合の次世代育成のための青年部組織の充実・強
化

　◦�働き方改革と労働・雇用関係制度への対応支援
　◦�官公需適格組合の取得と受注確保支援
　◦�外国人技能実習生制度の適正化支援
　◦�消費税軽減税率対応、事業承継税制の活用等の支
援

　◦�地域再生のための「特定地域づくり事業協同組合」
の普及・活用支援

２．組織化の推進・企業組合による創業支援
　�　事業協同組合等連携組織制度の普及、活用につい
て周知し、未組織中小企業者の組織化を推進する
　◦�市町村担当課、商工団体等及び任意団体を訪問し

理解を深め、定期相談日を設ける等的確な情報収
集に努める。

　　�（下記の分野等を中心に推進する。組合等の設立目
標　15組合）

　◦�「フォローアップ事業等のものづくり補助金事業」
と連携した組織化の推進

　◦�ものづくり分野・伝統工芸品産地・六次産業化に
取り組む農林業及び旅館・ホテル等観光産業の組
織化の推進

　◦�サービス産業及び未組織業界団体等任意組織の掘
り起こしと組織化の推進

　◦�企業組合を活用した地域発の創業・事業推進支援
　◦�自然エネルギー、環境課題等に対応した組織化の
推進

　◦�外国人技能実習生受入事業に取り組む組織化の推
進

　◦�特定地域づくり事業協同組合の計画策定及び設立
支援

３．中小企業連携組織等支援事業
　�　中小企業が抱える共通の経営・地域の課題を解決
するため、業種別、地域別の組合等連携組織を通じ
た研修会等を行い、生産性向上の実現と取引環境の
改善に向けた計画策定など、組合及び構成員企業の
体質強化・活性化を図る。尚、WEB研修も対応する。
　�　組合間交流研修・組合基盤強化研究会・経営セミ
ナー等を開催する。
　（主なテーマは次の通り。開催回数42回予定）
　　⑴�　連携して取り組む「健康・医療」「環境・エネ

ルギー」等成長分野への進出
　　⑵�　新型コロナウイルス感染症による影響への対

策と今後の対応
　　⑶�　伝統工芸品等地域産品の高付加価値化と販路

開拓及び組合間連携の促進
　　⑷�　組合及び組合間で取り組むBCP及び事業継続

力強化計画の策定
　　⑸�　経営戦略としてのSDGs達成に向けた取り組み

の促進
　　⑹　次世代人材の育成及び事業承継
　　⑺�　官公需適格組合制度の普及及び受注機会の確

保・拡大に向けた事業展開

Ａ．指定事業
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　　⑻　働き方改革、労働関係制度への対応
　　⑼�　商店街等が連携して行う共同事業の検討及び

個店の体質強化

４	．経営革新・事業再構築の推進と組合間交流の
促進

　�　中小企業が異分野の企業等と相互の強みを活かし、
連携して新事業分野への展開、新商品・新技術開発
及びコロナ禍からの事業再構築に対応できるよう支
援する。
　　⑴�　中小企業等経営強化法等に基づく経営力向上

計画・経営革新計画の策定支援
　　⑵�　中小企業強靱化法に基づく事業継続力強化計

画（連携含む）の認定支援
　　⑶�　商工組合中央金庫、長野県信用組合等金融機

関と連携による、組合等の事業再構築による事
例の創出

　　　�（経営力向上計画・経営革新計画・事業継続力強
化計画の策定支援件数10件、事業再構築件数10
件、組合間交流等創出件数５件）

５．組合等への活性化情報提供事業
　⑴　活性化情報提供事業
　　�　中小企業関係等の諸情報を収集し、会員組合及
び関係機関へ提供する。

　　○�「月刊中小企業レポート・活性化情報」年６回
発行

　　　�（発行部数毎回　1,700部・編集委員会を設けて
内容の充実を図る。）

　⑵	　中小企業団体情報連絡員による情報の収集とそ
の提供

　　○委嘱する中小企業情報連絡員　50名
　　　�　毎月得た情報を関係機関に提供し、中小企業

政策に反映するとともに巡回支援等に活用する。
　⑶　官公需情報提供事業
　　�　官公需適格組合制度や活動事例を紹介する支援
用冊子の作成・配布を行う。

６．地域産業実態調査事業
　労働事情等実態調査
　�　県内中小企業の労働事情を的確に把握し、適正な
中小企業労働対策を確立する。
　�　�調査結果について、協力企業に還元するとともに
報道機関の協力を得て周知し、機関誌において情報
提供する。

　�　県内の1,300事業所（製造業60％、非製造業40％）
を対象に実施する。

７．組合指導情報整備事業
　ネットワーク運営事業
　�　組合等の管理台帳や日報による支援等履歴管理ま
た内容の集計、並びにホームページを継続設置し本
会の情報や施策広報等に活用する。
　�　多様化する組合及び組合員のニーズに応えるべく、
スピーディーな情報提供を行うための環境を整える。
（全国中央会が行う研修会に１名参加させる。）
　①�組合管理台帳の整備内容等を充実し、サポート体
制を強化する。また、クラウドの入口となるUTM
機器を移設することによってセキュリティを強化
する。

　②�組合及び組合員企業等のホームページの開設、充
実・更新等の支援及び中小企業のサイバー・セキュ
リティ確保のための研修会を開催する。

８．指導員・職員の資質向上事業
　�　指導員・職員の企画力・提案力（コーディネート
機能）の育成向上を図るため、関係機関が実施する
研修会等へ派遣する。
　　⑴�　中小企業大学校が行う中央会指導員研修コー

ス等への派遣（６名）
　　⑵�　全国中央会が行うテーマ別情報提供研修、能

力開発、情報整備、課題解決研修等への派遣（９
名）

　　⑶�　関東甲信越静ブロック中央会指導員等研究会
の主催開催及び派遣参加

　　　（長野県主催開催１回、茨城県１回開催１名派遣）

９	．外国人技能実習監理団体及び実習実施機関適
正化事業

　�　外国人技能実習生の受け入れを行う監理団体組合
及び組合員を対象に、実習制度が適正に運用・活用
されるよう実施する。

　実施方法及び内容
　�　監理団体から２組合選定し、社会保険労務士、行
政書士等の専門家による研究会、研修会等を開催す
る。（２回開催）
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Ⅰ．全国中小企業団体中央会補助事業

１．小規模事業者組織化指導事業等
　⑴	　小企業者組合成長戦略推進プログラム等支援事

業
　　�　小企業者の経営基盤の強化や生産性の向上を目
指した、共同事業の改善や新たな事業立ち上げに
助成を行い、小企業者及び小企業者組合の活性化
を支援する。

　【事業内容】
　　①�委員会の開催　
　　②�調査研究（アンケート調査、ヒアリング調査等

の実態調査とその分析、今後の方向性や実施方
法等の研究を行い報告書にまとめる。）

　　③組合員への普及・啓発
　　④�実証システムの開発やテストマーケティング等

のための業務委託
　【補助金額】　	１組合あたり300千円を上限に６／10

補助する。（１組合予定）
　⑵　小企業者組織化特別講習会
　　�　小企業者及び小企業組合を対象に、組織化及び
組合等の円滑な運営のための講習会を22回開催す
る。

　⑶　取引力強化推進事業
　　�　取引力の強化促進を図るため、共同販売・宣伝、
組合の事業・企業紹介のための組合が行うホーム
ページやチラシの作成等、共同事業の活性化・組
合員の受注促進等の先進的なものや波及効果の高
い取組に対して助成する。

　【補助金額】　	予算総額1,500千円（１組合あたり300
千円以上）２／３補助する。（５組合予
定）

　【総事業費】　4,600千円（⑴～⑶）
　⑷　中小企業組合等課題対応支援事業
　　�　中小企業連携グループが、新たな活路を見出す
ためのプロジェクト（展示会等出展・開催など）
並びに情報システム開発等を支援する。（２組合等
を予定）

　【全国中央会から直接補助】

２．外国人技能実習制度適正化事業
　�　外国人技能実習生受入事業を行う事業協同組合等
による不正行為等の未然防止に努め、中小・小規模
事業者の円滑な外国人技能実習生の受入を支援する
ため、制度に精通した専門家等と個別に不適正な運
営の是正・改善指導を行う。
　【事業内容】
　　⑴�　適正化指導事業（共同受入事業を行う事業協

同組合及び組合員企業に対して適正化指導を行
う。（８組合並びに16組合員を対象に実施予定）

　　⑵　適正化講習会開催事業（２回）
　　　�・��改正出入国管理、難民認定法及び労働関係法

令をテーマに開催する。（長野県外国人技能実
習生受入団体連絡協議会と連携して開催す
る。）

　【総事業費】　1,430千円

Ⅰ．長野県委託事業

１	．伝統的工芸品産業後継者育成・販路開拓支援
事業

　�　後継者の育成・確保、新商品の開発、県内外への
販路開拓など、産地が意欲的に取り組む新たな挑戦
を支援し、伝統的工芸品の活性化を図る。

　【事業内容】
　　・��後継者の確保・育成、販路開拓のため、支援員

を配置し技術伝承講習会、展示販売会を実施する。
　⑴	　伝統工芸技術伝承講習会
　　・��熟練技術者を講師に後継者に対して伝統技術・

技法を実技講習
　⑵　展示販売会の開催
　　・��伝統的工芸品をPRして販路開拓を行うため県内

外で３回程度開催
　⑶　後継者育成・販路開拓支援員の配置
　　・��事業の企画立案、調整、管理運営、産地や事業

者の相談・助言
　【総事業費】　7,449千円

Ｃ．長野県・全国中央会等の
　　委託事業

Ｂ．全国中央会の補助事業
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Ⅱ．全国中小企業団体中央会委託事業

１	．ものづくり・商業・サービス生産性向上促進
補助金事業（令和元年度補正・令和２年度補正
事業）

　�　生産性向上に資する革新的サービス開発・試作品
開発・生産プロセスの改善を行うための設備投資等
の一部を支援するため、長野県地域事務局として事
業を推進する。
　�　県内のすべての補助事業者が期間内に事業を円滑
に完了させるための支援を行う。このために「もの
づくり事業推進部」に補助事業担当の専従サポーター
を置く。また過年度実施事業者に対する現況確認、要
請に応じた巡回支援、成果事例の収集等を実施する。

　【総事業費】　65,000千円

２	．ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発
等支援事業（平成26年度補正事業者における
フォローアップ事業）

　�　平成26年度補正「ものづくり中小企業・小規模事
業者試作開発等支援補助金」事業者について、事業
化進捗状況の確認とともに販路開拓、受注拡大等の
支援を推進する。このために「ものづくり事業推進部」
にフォローアップ事業担当の専従サポーターを置く。
また販路開拓・販売促進支援としての成果事例の収
集や、事業化の進展に結びつけるための「長野もの
づくりホームページ」運営等を実施する。

　【総事業費】　30,000千円

３．諸制度改正に伴う専門家派遣等事業
　�　労働法制、消費税、民法改正等の諸制度等改正に
よって生じる中小企業組合や組合員企業等の課題等、
また、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による
対策などに対して、専門家を活用し専門的・実践的
なアドバイスにより解決を図り、適正な事業活動が
できる環境を整備することを目的に下記の事業を推
進する。
　　⑴　講習会開催
　　⑵　個別課題に対応した専門家の派遣
　【総事業費】　1,129千円

４．中小企業景況調査事業
　�　会員組合の構成員企業の景気動向を調査し、全国
ベースの中小企業対策の確立に資することを目的と
して実施する。

　　⑴�　調査回数　年４回　（令和３年６月、９月、12
月、令和４年３月）

　　⑵　調査員　15名　（75企業調査）
　【総事業費】　597千円

Ⅲ．その他の委託事業

１	．（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構（生
産性向上支援訓練）

　�　「会員企業に対する生産性向上支援訓練実施業務」
を受託し、会員企業の生産性向上支援のため、以下
の講習会を２会場で実施する。
　　テ ー マ　「生産管理と工程管理」（４日間・12時間）
　　開催場所　埴科郡坂城町・長野市
　　開催時期　�令和３年10月13日～14日、20日～21

日（坂城町）
　　　　　　　�令和３年11月９日～10日、16日～17

日（長野市）を予定
　　時　　間　各日18：00～21：00
　【総事業費】　800千円

１．本会支部の運営に関する支援
　�　長野、北信、上小、佐久、松本、大北、木曽、諏訪、
上伊那、下伊那（以上10支部）の支部事業及び運営
について支援する。

　【支部交付金総額】　5,000千円

２．新型コロナウイルス感染症対策支援
　�　新型コロナウイルス感染症による影響に対して、
感染防止を最優先にウィズコロナ・アフターコロナ
に向けて、国・県・市町村の各種支援策の周知とそ
の協力要請に応えていく。　
　�　また、事業再構築補助金やコロナ対策のものづく
り補助金などの支援策に対しては、会員組合及びそ
の構成員企業を対象に、情報提供と導入支援を行う
こととし、日常的には、本会指導員により相談対応し、
必要に応じて本会の各種支援策を活用した支援を行
うこととする。また、経営革新等支援機関として、一
時支援金の登録確認機関を果たすなど、幅広く支援
を行うこととする。

Ｄ．一般支援事業
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３	．BCP（事業継続計画）策定支援及び事業継続
力強化計画策定支援

　⑴	　BCP（事業継続計画）策定支援
　　�　会員組合及びその構成員企業を対象に、自然災
害や感染症等に遭遇した際の事業継続のための手
法、手段を定めたBCP（事業継続計画）の具体的
な策定を支援する。

　　�　長野県と経済４団体が連携して、東京海上日動
火災保険㈱の支援を得ながら取り組みを推進して
いることから、対象事業所を募り事業継続計画を
策定する。

　⑵　事業継続力強化計画策定支援
　　�　国の強靭化策から「事業継続力強化計画」が提
案され、単体企業向けの同計画とグループなどで
策定する「連携事業継続力強化計画」があり、
BCPと関連付けながら支援を行う。（独）中小企業
基盤整備機構の協力や本会支援策を活用して推進
する。

　⑶　グループ復興支援
　　�　一昨年10月の台風19号により被災された事業者
の方々の復旧に向けたグループ補助金のグループ
の共同事業としてのBCP策定や事業継続力強化計
画策定の支援を行う。また、構成する事業者の抱
える課題等に対応した支援を行う。

４	．「経営革新等支援機関」としての取り組み強化
　�　中小企業経営力強化支援法に基づく「経営革新等
支援機関」に認定（平成24年11月５日）されている
ことから、付加価値向上に向けた各種取り組みを支
援する。
　�　特に、「経営革新計画」策定支援はもとより、「（連携）
事業継続力強化計画」や「コロナ禍の中で各種支援
金や事業再構築」などの計画認定等に関して役割を
果たすとともに、取り組みを強化する。

５	．地域振興事業による組合等連携組織の活性化
支援

　�　地域経済発展の核となる、活力のある組合及び中
小企業を育てるため地域振興に取り組む、組合・連
携組織等を支援する。（長野県の地域振興局の取り組
みとも連携して、観光・買い物弱者対策・共同事業
の活性化・展示会、商談会等による販路開拓などを
支援し地域課題の解決を図る。）

　【総事業費】　2,500千円

６	．中小企業・小規模事業者新ビジネス・SDGs
推進支援

　�　持続可能な社会の実現に向けSDGsに関する理解を
深め企業価値向上を図るため、「長野県SDGs推進企
業登録制度」の普及を促進する。SDGsを経営に活か
す取組を推進支援するとともに、会員組合において
もSDGsについての理解を高め、業界としての課題を
明確にし、SDGsの取組を推進する。
　�　また、地域人口の急減に対処するための「特定地
域づくり事業の推進に関する法律」に定める「特定
地域づくり事業協同組合」の組成を推進する。

　【総事業費】　400千円

７	．中央会人材確保等支援事業（合同企業説明会・
就職面接会の開催）

　�　連携して取り組む県内大学等と協力して、学内で
の合同企業説明会・就職面接会、若手社員との交流
会等を実施する。

　【事業内容】　若手社員との交流会の開催
　　　　　　　�学内合同企業説明会・就職面接会（県

内大学と連携して開催する。）
　【総事業費】　100千円

８．後継者育成対策事業
　⑴　長野県中小企業青年中央会への協力
　　�　中小企業及び組合の次代を担う指導者及び青年
部組織の育成と、青年経営者の自己研鑽を図るた
め、異業種で組織した長野県中小企業青年中央会
の基盤強化に協力し事業活動を支援する。

　⑵　長野県中小企業団体事務主任者会への協力
　　�　組合事業を推進する組合事務局の責任者が、専
門的知識の習得や資質の向上のため、会員相互の
研鑽を目的とする長野県中小企業団体事務主任者
会の基盤強化に協力し事業活動を支援する。

　⑶　長野県中小企業組合士協会への協力
　　�　更なる資質の向上を目的とする中小企業組合士
制度により、資格取得した中小企業組合士が組織
する長野県中小企業組合士協会が行う事業活動を
支援し、組合士制度の普及、受験者の拡大に協力
する。

９．職業紹介事業
　�　無料職業紹介事業者（平成24年１月31日無料職業
紹介事業者届出済）として、会員組合及び組合員企
業の人材確保のためマッチング等を行う。
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― つながる　ひろげる　連携の架け橋 ―

　�　将来を担う人材確保が厳しくなる中で、採用意欲の
ある中小企業のニーズに応えるべく事業を推進する。

10	．エコアクション21認証・登録制度の普及・
推進

　�　（一社）長野県産業環境保全協会と連携し、組合組
織を活用して制度の普及と認証・登録を支援する。

11	．信州首都圏総合活動拠点「銀座NAGANO」
の活用促進と信州ブランドの発信

　�　「銀座NAGANO～しあわせ信州シェアスペース
～」を展示会・販売会に活用し、信州ブランドの発信、
販路開拓を推進する。

12．緊急調査の実施
　�　経営環境がめまぐるしく変化する昨今、中小企業
経営に影響を与える要因について緊急性がある事項
について調査を行い、今後の中小企業支援の資料と
する。

13．「中小企業レポート」の発行
　�　中小企業施策の普及活用、先進組合・ものづくり
補助金等の支援事例、地域の話題等を積極的にPRし、
中央会の役割・事業内容等周知を通じて認知度向上
を図る。　
　　◎�年６回発行（発行部数　1,700部・編集委員会を

設けて内容の充実を図る。）

14．第73回中小企業団体全国大会への協力
　�　全国中小企業団体中央会並びに神奈川県中小企業
団体中央会が主催し開催される第73回大会に、関東
甲信越静ブロック中央会メンバーとして多数参加し
協力する。
　　◎開催日時　�令和３年11月25日(木)午後２時～４

時30分
　　◎開催場所　�神奈川県横浜市　「パシフィコ横浜国

立大ホール」
�
15．労働支援事業
　�　本会も参加する長野県就業促進・働き方改革戦略
会議による、信州「働き方改革」共同宣言に基づい
て諸事業を推進する。

　⑴　労働団体との協議・懇談
　　�　連合長野を中心とする労働団体と、雇用・賃金
問題をはじめ、中小企業の経営課題や中小企業施

策などについて、幅広く意見交換を行い経営環境
が厳しいなかで労使一体となって取り組む体制を
整える。

　⑵　労働関係機関等への要請・連携
　　�　国・県等に設置される委員会・審議会への委員
の推薦や、各種の労働関係会議に出席して、中小
企業の立場からの要請や意見具申を積極的に行う。

　⑶　長野県中小企業労働問題協議会との連携・協調
　　�　長野県中小企業労働問題協議会は、表裏の補完関
係にあり事業実施にあたっては積極的に協力する。

　　�　働き方改革関連法をはじめ、労働関係の雇用、
人材育成・定着支援のための奨励金・補助金等の
周知、活用に努める。

16．先進的組合資料収集加工事業
　�　会員組合が、先進的共同事業の実施によって組合
員に貢献している事例を調査し、会員組合及び全国
中央会等関係機関に紹介する。
　　○対象組合　�１組合（機関誌・ホームページを活

用し情報提供する。）

17．長野県卸商業団地連絡協議会の運営に協力
　�　㈿長野アークス・上田卸商業㈿・松本流通センター
㈿・諏訪商業㈿並びに飯田卸売商業㈿が、組合及び
構成員企業の経営革新に取り組む事業の推進に協力
する。

18	．長野県外国人技能実習生受入団体連絡協議
会の事業運営に協力

　�　外国人実習生の団体監理型受入協同組合等におい
て、適法且つ適正な事業運営が行われるよう支援し
協議会の運営に協力する。
　�　「外国人技能実習制度適正化事業」とも連携して、
改正入国難民法並びに外国人労働者の新たな在留資
格等など新たな仕組みについても周知し適正な運営
を図る。

19．長野県官公需組合協議会の事業運営に協力
　�　官公需適格組合等の組合が、官公需の共同受注に
円滑に対応するため、情報収集体制の整備等に取り
組む協議会の事業運営に協力する。
　�　「長野県中小企業振興条例」「長野県の契約に関す
る条例」の周知・理解を深めるとともに発注官公庁
との懇談会を開催する。
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特集　令和３年度 通常総代会 ― つながる　ひろげる　連携の架け橋 ―

叙勲受章者顕彰ご芳名
氏　名 組　合　名

旭日双光章（令和２年　秋） 斎　藤　一　彦 　協業組合大町車検センター

旭日単光章（令和２年　秋） 下　島　康　保 　長野県鍍金工業組合

旭日小綬章（令和３年　春） 蔵　谷　伸　一 　長野県建設事業協同組合連合会

旭日双光章（令和３年　春） 中　村　　　茂 　長野県そば商生活衛生同業組合

長野県知事表彰受賞者顕彰ご芳名
年　度 氏　名 組　　　　合　　　　名

令和２年 登　内　英　雄 長野県凍豆腐工業協同組合

令和２年 望　月　宗　敬 協同組合中央経友会

感謝状贈呈者ご芳名
氏　名 役　　　　職　　　　名

髙　木　大　輔 長野県中小企業青年中央会・前会長

中　山　雅　由 長野県中小企業団体事務主任者会・前会長

（順不同・敬称略）

（順不同・敬称略）

（順不同・敬称略）

20	．長野県伝統工芸品産業振興協議会の事業運
営に協力

　�　「長野県伝統工芸品展」の企画・運営をはじめ、協
議会の円滑な運営について支援する。委託事業とも連
携して伝統的工芸品産地の基盤強化に向けて協力する。

21	．長野県経営品質協議会の事業運営に協力
　�　経営全体の品質を見直し、絶え間ない変革と創造
を実現することを目的とする協議会の事務局を受託
し「経営品質賞」選考、表彰等の運営に協力する。併
せて普及推進のための研修会の開催等にも協力する。

22	．協同組合長野県商工振興会･長野県商店街振
興組合連合会･長野県鍍金工業組合・長野県中
小企業後継者連絡会の事業運営に協力

　�　各組合等の事業が円滑に実施されるよう事業運営

に協力する。

　⑴�　長野県福祉共済協同組合・長野県火災共済協同
組合の行う共済事業の普及推進協力

　⑵�　本会オーナーズ・パートナーズプラン共済制度、
経営者総合保障共済制度（ビジネスＪネクスト）、
特定退職金共済制度、経営者年金共済制度の普及
に努める。

　⑶�　ビジネス総合保険制度及び業務災害補償制度の
普及推進協力

　⑷�　小規模企業共済制度、倒産防止共済制度（経営
セーフティ共済）の普及推進協力

E．共済事業の推進・協力

関係団体の会長をご退任されました皆様に感謝状を申し上げました。
ありがとうございました。

昨年の総代会以降に叙勲、長野県知事表彰の栄に浴されました
皆様の顕彰を行いました。おめでとうございます。
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中 央 会 シ ョ ンイ ン フ ォ メ ー

イベント「春の御庭と春の路」を開催
～ナワテ通り商業協同組合～

　ナワテ通り商業協同組合は、４月18日、四柱神
社と連携して「春の御庭と春の路」を開催しました。
　四柱神社では「春の御庭」と題し、神楽殿を舞台
に、地元の演者が能楽や箏曲、日本舞踊、三味線な
ど日本の伝統芸能を次々に披露し、観覧に訪れた人
を魅了しました。
　縄手通り商店街では「春の路」と題し、落語や歌舞
伎を取り入れた昔話の絵本の読み聞かせや、陶芸・
漆芸・わら細工・和櫛の実演と販売、和風メイク、
三味線の体験など盛り沢山の内容で、様々な日本文

化の素晴らしさを堪能できる企画となりました。
　来られた方にはマスク着用を徹底してもらい、座席
の配置は十分な距離を確保し、主に屋外で実施したた
め、感染症対策も万全で、訪れた人が安心して楽しめ
る環境整備にも尽力しました。
　当組合では、本イベントを今後も継続して開催する
ことを検討しています。

全国初！コインランドリー組合の
創立総会を開催

～長野県コインランドリー事業協同組合～
　４月20日、松本商工会館にて、長野県コインランドリー事業協同組合の創立総会が
開催されました。
　近年、共働き世帯の増加やライフスタイルの変化などを背景に、洗濯家事の時間短
縮や手間の軽減ができるコインランドリーの需要は高まっており、店舗数が増加して
います。しかし、当業界には法的規制や明確な基準が無く、サービス水準のばらつき
や安易な新規参入による廃業などの課題がありました。
　そこで、長野県内のコインランドリー事業者で集まり、業界団体の協同組合を発足
することで、行政に安全衛生基準や出店手続きに関わるルール整備を求めていくほか、
共同購買事業や教育情報提供事業等を積極的に行い、組合員の経費削減や資質向上、
当業界の健全な発展と社会的地位の向上を目指します。
　コインランドリーに特化した協同組合の設立は全国初で、今後は全国組織化も視野
に入れています。
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中 央 会 シ ョ ンイ ン フ ォ メ ー

１．事業再構築補助金
　　通常枠 　補助額 100万円～6,000万円　 補助率 ２/３

　　卒業枠*　補助額 6,000万円超～１億円　補助率 ２/３

　　 　新分野展開や業態転換、事業・業種転換等の取組、事業再編又はこれらの取組を通じ
た規模の拡大等を目指す、以下の要件をすべて満たす企業・団体等の新たな挑戦を支援。

　　　*卒業枠：  400社限定。事業計画期間内に、①組織再編、②新規設備投資、③グローバル展開のいずれかに

より、資本金又は従業員を増やし、中小企業から中堅企業へ成長する事業者向けの特別枠。

２．ものづくり補助金
　　通常枠 　　　　　　　　　　補助上限 1,000万円　補助率１/２（小規模２/３）

　　低感染リスク型ビジネス枠*　補助上限 1,000万円　補助率２/３
　　　* 対人接触機会の減少に資する製品開発や設備投資、システム構築等。

３．持続化補助金
　　通常枠　　　　　　　　　　 補助上限   50万円　補助率 ２/３

　　低感染リスク型ビジネス枠*　補助上限 100万円　補助率 ３/４
　　　* ポストコロナを踏まえた新たなビジネスやサービス、生産プロセスの導入等の取組を支援。

　 　　 補助金総額の１/４以内（最大25万円）を感染防止対策費（消毒液購入費、換気設備導入費等）に充てること

ができる（※）。

 　　※緊急事態宣言の再発令に伴い特別措置を講じます。
 　　　 緊急事態宣言の再発令によって令和３年１～３月のいずれかの月の売上高が対前年

又は前々年の同月比で30%以上減少している場合
 　　　　➡感染防止対策費を補助金総額の１/２以内（最大50万円）に引き上げ。

４．IT導入補助金
　　通常枠　　　　　　　　　　 補助上限 450万円　　　補助率 １/２

　　低感染リスク型ビジネス枠*　補助上限 450万円（※）　補助率 ２/３
　　　* 複数の業務プロセス（販売管理と労務など）を⾮対面化し、一層の生産性向上を図るITツールの導入や、テ

レワーク環境の整備に寄与するクラウド型のITツールの導入。

 　　※テレワーク対応類型は150万円

経済産業省  中小企業支援策のご案内

県が上乗せ補助（2/3→最大8/10）

県が上乗せ補助（3/4→最大9/10）

県が上乗せ補助（2/3→最大8/10）
 通常枠　上限500万円　
卒業枠　定額1,000万円
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全 中 シ ョ ンイ ン フ ォ メ ー

● 中小企業三団体のトップが、官邸において加藤官房長官へ
　「最低賃金に関する要望」の趣旨説明を実施
　 　５月17日、全国中央会森会長、日本商工会議所三村会頭、全国商工会連合会

森会長の三団体トップが、 官邸において加藤官房長官に対して「最低賃金に関

する要望（中小企業三団体連名、４月15日策定）」を訴えました。

　 　全国中央会森会長からは、「５月14日に開催された経済財政諮問会議におい

て、民間議員に加え、 政府側からも『より早期に全国加重平均が1,000円になる

ことを目指すべき』と示されたことを踏まえると、再び大幅な引上げが行われ

るのではないか、と強く懸念している。現下の危機的な経済情勢において、旅

館・宿泊、観光、サービス、運輸など、厳しい実情にある業種を含め、法的拘

束力をもって最低賃金を引き上げるということは、経営者の『事業を継続した

い。雇用を維持したい』という切実な思いを切り捨てるものにほかならず、企

業の廃業・倒産、失業者の増加を招く可能性を大いに含んでいることをご認識

いただきたい。中小・小規模事業者が置かれている現状や、経営者の思いをご

理解いただくとともに、事業の継続・雇用の維持のためにも、本日の中小商工

三団体共同での陳情についても何卒お取り計らいいただきたい」と意見を述べ

ました。この他、中小企業三団体として、５月11日には梶山経済産業大臣、５

月18日には田村厚生労働大臣に「最低賃金に関する要望」を行い、趣旨説明を実

施しました。

当日の様子
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理 事 長：柳島　隆二
設 　 立：昭和42年８月30日
Ｔ Ｅ Ｌ：0268-22-9301　　Ｆ Ａ Ｘ：0268-23-7580
住 　 所：上田市中央２丁目10番13号　海野町会館３F事務局
Ｈ 　 Ｐ：https://unnomachi.jp/

　  地元に愛される商店街づくり
　海野町商店街は、上田市中心街に位置し、戦国武将真田昌幸にもつな

がる歴史ある商店街です。当組合では、雨の日も買い物を楽しめるアー

ケードの設置や、30分無料の駐車場「海野町パーク」を完備するなど、多

くのお客様に来ていただけるよう時代に応じた取り組みを実施してきま

した。

　商店街には食料品や衣料品、

事務用品、日用品など、毎日の

生活に役立つお店が並び、地元

のお客様に親しまれる、和やか

で温かな雰囲気の商店街となっ

ています。

 

　  大盛況！恒例のイベント
　商店街では、組合で多くのイベントを開催しています。

　隔月に開催するお客様感謝企画「うんのまちデー」をはじめ、季節

イベントとして、たくさんの美味しい食べ物が集まる「フードサミッ

ト」(春・秋)、豪華な装飾等が話題の「七夕まつり」(夏)、新鮮な海産

物を利益度外視で販売する「大海産物市」(冬)など、毎回大勢の方か

らご好評をいただいています。

　現在は、新型コロナウイルス感染防止のため、組合で新たなイベ

ントの形を検討しています。

 

　  コロナ禍での取り組み
　当組合では、新型コロナウイルスに対応するため、様々

な取り組みを展開してまいりました。その一つが、組合

ホームページのリニューアルで、商店街マップや組合員

店舗のお得情報などを分かりやすく掲載しました。この

ホームページは、SNS(Facebook・Twitter)と連携させて

若年層・家族層にも効果的な情報発信ができるようにし、

新たにネットショッピングもスタートしました。

　また、商店街にある高市神社の御朱印を制作したこと

が新聞などで取り上げられ、話題となりました。御朱印

のデザインは通常版と季節限定版があり、連日多くの方

がこの御朱印を求めて神社や商店街に訪れています。

ZOOM UP! 
ズームアップ!

海野町商店街
振興組合

　私たちの日常生活や社会、経済活動が
深刻な影響を受けるとともに、生活様式
の大きな変化を余儀なくされる時代と
なっております。商店街活動も変革の時
と考え、商店街の在り方を考えようと思
います。　　　　　  理事長　柳島　隆二

Vol.3

組合　の魅力発見

海野町パーク

海野町商店街の景観

七夕まつり

新ホームページ

フードサミット

高市神社の御朱印
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ひともまちも自然も輝く 
光と緑とほたるの町
たつの
　日本のど真ん中、辰野町は長野県伊那谷の最
北部に位置し、中央アルプスと南アルプスに囲
まれ、中央を天竜川が流れる総面積の約85％
が森林という、緑に恵まれた風光明媚で自然豊
かな町です。

　
　しだれ栗森林公園には、国の天然記念物にも指定されている

「シダレグリ自生地」があります。しだれ栗は、通常の栗の木と
異なり枝が傘状に垂れ下がっていて、自然の不思議さを感じさ

せてくれます。
　また公園内には
キャンプ場やバン
ガ ロ ー、 バ ー ベ
キュー施設、マレッ
トゴルフ、パターゴルフ場もあり、付近には名水「色白水」や
初期中山道に使われた道が残ります。
辰野町観光サイト：http://kankou.town.tatsuno.nagano.jp/ 

　「ふるさと辰野寄付金」では、ふるさと納税の制度を
活用して、  町内産の工業製品や農産物など多数の返礼
品をふるさと寄"付渡（ぎふと）として取り揃えています。
URL：http://www.town.tatsuno.lg.jp/furusato-k.html

信州ならではの特色ある市町村のイチオシをご紹介します。

辰野町章
昭和31年４月１日

Tatsuno Town

辰 野 町
市町村の

イチオシ！

第38回

　しだれ栗森林公園

　ふるさと辰野寄付金

辰野町イメージキャラクター
ぴっかりちゃん

　今年のほたる観賞は大変残念ではあり
ますが、期間を定め、ほたる童謡公園へ
の入園者を「住民の方・町内にお勤めの方・
町内の学校に通われ
ている方」のみとさ
せていただきます。
　コロナ明けにはほ
たる観賞はもちろん、
それ以外にも魅力溢
れるど真ん中辰野町
へぜひお越しくださ
い！

辰野町長
武居　保男
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「ものづくり補助金」採択企業を訪ねて vol.185好好好好好好好好好好好機 「ものづくり補助金」採択企業を訪ねて vol.「ものづくり補助金」採択企業を訪ねて vol.「ものづくり補助金」採択企業を訪ねて vol.「ものづくり補助金」採択企業を訪ねて vol.逸す
べからず

金属加工と自動化設備開発の両輪

　三和ロボティクス
は金属加工業として
創業し、産業機械、
半導体、航空機、自
動車、光学、医療機
器など幅広い分野の
基幹部品・ユニット
を製造。その一方で、自社工場の生産合理化にも
注力し、金属加工の「精機事業部」と、ロボット
を活用した自動化設備を設計・開発・販売する「ス
マートファクトリー事業部」の両輪で事業展開し
ています。
　精機事業部が得意とするのが、切削加工から鋳
物・ダイキャスト二次加工、バリ取り・エッジ仕
上げ、溶接から表面仕上げまで、一貫した高精度・
精密・微細加工。さまざまな業界の多種多様な部
品・ユニットを手がけています。
　スマートファクトリー事業部では、高精度な金
属加工を標準化・省人化する機器・システムを開
発。社内の生産合理化に成功した機器・システム
を自社ブランド製品として国内の金属加工業向け
に販売し、高く評価されています。
　「精機事業の主要マーケットは海外。中国を中
心に2020年度はかなり忙しかった。一方、スマー
トファクトリー事業部はコロナ禍で営業活動がで
きず苦戦」と沢宏宣社長。ただ、業界は人手不足、
働き方改革などで省人化ニーズは高く「市場は底
堅い」と見ています。

５軸２台＋ロボットで生産性向上

　「多品種」「少量」の生産現場では多くの最先端
自動機が導入されています。しかし数度にわたる
ワークの入れ換えなどは人手に頼るため、実際は

操業時間の半分程度
しか利益を生み出す
時間にあてられてい
ません。
　同社ではこの現状
を改善するため、５
軸マシニングセン

ター２台のまん中にロ
ボットを置きワーク搬
送を担う、フレキシブ
ル製造システムを自社
用に開発（平成26年度
補正ものづくり補助金活用）。形やサイズの違う
製品にも対応できるドイツ製の治具を採用するこ
とで、人手の大幅削減を可能にしました。18年に
製品化を顧客にリリースするや、１年間で全国か
ら1,000人以上が工場見学に。その大きな反響に
沢社長は「想定を上回りました」。
　「当社で稼働する70台の工作機械をすべて自動
化し、中国などと品質、キャパシティはもとより
価格面でも対抗できる生産体制を早く構築した
い。一方、スマートファクトリーのマーケットは
国内だけでも広大。サービス・開発・営業すべて
に力をつけ、チャンスを活かしていきたい」。
　さらに沢社長は、金属加工に特化したスマート
ファクトリー事業を、将来的にはそれ以外の分野
にも展開したいと考えています。「今までの開発
で積み上げてきた膨大な“失敗事例”を活かせる
と思うので。しかし、それはまだ当分先の話。た

だ、失敗を恐れず開
発に取り組む文化
は大切。そういう意
味でも補助金はあ
りがたいと思って
います」。

三和ロボティクス株式会社
代　　表　代表取締役　沢　宏宣
創　　業　1964（昭和39）年1月
資 本 金　3,000万円
従業員数　83名
本　　社　飯田市川路7576-3
　　　　　TEL.0265-48-6555　FAX.0265-48-0778
事業内容　金属加工・自動化装置製造
https://sanwa-robotics.co.jp

三和ロボティクス株式会社（飯田市）

高精度な金属加工技術と自動化システム開発の両刀で、
世界で戦えるものづくりの実現を目指す。

アルミ総削り出し加工品（航空機試作製品）

2名で管理する自動化ライン

ワークを付けた治具をつかむロボット

5軸マシニングセンター2台＋
ロボットの自社ブランド製品
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「ものづくり補助金」採択企業を訪ねて vol.186好好好好好好好好好好好機 「ものづくり補助金」採択企業を訪ねて vol.「ものづくり補助金」採択企業を訪ねて vol.「ものづくり補助金」採択企業を訪ねて vol.「ものづくり補助金」採択企業を訪ねて vol.逸す
べからず

女性が継続して働きやすい環境づくり

　さまざまな機械機器
内には血管のように電
気配線が張り巡らされ、
各部品に電力や電気信
号を伝達しています。
この電線・ケーブルと
端子、コネクタなどを
組み立てた部品集合体を「ハーネス」と呼び、製
品そのものの品質を左右しています。
　信越ハーネスは、1982（昭和57）年創業のハー
ネス専業メーカー。電気・電子機器、産業機械分
野を中心に量産品製造を得意とする、全国業界で
も有数の会社です。特に電線（ケーブル）の芯線
を圧着端子に結線する工程に必要な工具（アプリ
ケーター）では、端子それぞれの形状に合った約
300種類のメーカー純正品を保有。全国でもトッ
プクラスの規模を誇ります。
　「当社は母（現会長）が大手電子機器メーカー
の部品組立内職を始めたのがきっかけで、ハーネ
スメーカーから製造技術を修得。メーカーからの
勧めもあり独立開業したのが始まりです。細もの
の電線加工から、より付加価値の高いケーブルの
加工へとシフトするなど、事業拡大にともなって
移転をくり返しながら、今日まで順調に伸びてき
ました」。
　ハーネス製造は手先の器用さや丁寧さから女性
が多く、同社も３分の２が女性社員。さらに創業
者が女性ということもあり、産休中も手当てをつ
けるなど女性が継続して働きやすい環境づくりに
力を入れています。さらに創業以来の「顧客第一
主義」に加え、「従業員満足」を追求。新たなシ
ステムによる人事考課制度を導入し、社員一人ひ
とりの頑張りに応え、やる気を引き出そうと取り
組んでいます。

多品種・少量・短納期に対応する

　電気を伝えるケーブルを必要な長さにカット
し、必要な本数を束ね、その先端の被覆を剥いて
芯線を端子やコネクタと接合する。
　このハーネスの製造工程においては、構造が複

雑なものや１本からの
加工対応もあるため、
多くが人手に頼ってい
ます。同社では積極的
に５S活動に取り組むな
ど、生産効率や品質向
上を目指した環境づく
りに力を入れています。
　一方、近年引き合い
が増える医療機器業界から高まっているのが、多
品種・少量・短納期製品のリードタイム短縮とコ
ストダウンニーズ。そこで同社では、ケーブルの
被覆を精密にカットする高精度ストリッパー、切
断から皮剥まで一貫して行うケーブル加工機、配
線色の自動検査機などを導入（平成26年度補正も
のづくり補助金活用）。品質を犠牲にせず、リー
ドタイム短縮と原価低減を両立する専用の生産シ
ステムを確立するとともに、時間を決めて計画的
に生産の分散化を図ることで自動機の効率的稼動
を実現しています。
　同社ではペーパーレスを目指した生産管理シス

テムの導入など、先進
的なものづくり環境を
整備。無線化の流れや、
EV化にともなう自動
車業界への参入など、
新たな課題対応への準
備も進めています。

信越ハーネス株式会社（岡谷市）

女性創業者ならではの視点と環境づくりで成長。
自動化推進など先進の取り組みで業界が注目。

さまざま機械に使用されるハーネス

女性が活躍する社内（組立工程）

ケーブルの被覆をカットする
高精度ストリッパー

バリエーション豊富なアプリケーター群

信越ハーネス株式会社
代　　表　代表取締役　望月 威彦
創　　業　1982（昭和57）年6月
資 本 金　3,500万円
従業員数　54名
本　　社　岡谷市加茂町1-7-17
　　　　　TEL.0266-23-1882　FAX.0266-23-4041
事業内容　電線端末加工、ハーネス加工・組立
https://www.shinetsu-h.co.jp
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　令和３年度労働保険年度更新の手続Ｑ＆Ａ
○年度更新とは？
　�　労働保険は、保険年度の当初に概算で保険料を決めて納付し、保険年度末に賃金総額が
確定したところで精算する方法をとっているため、新年度概算保険料の申告・納付と、前
年度保険料を精算するための確定保険料申告・納付の手続が必要となります。
　　これが「年度更新」の手続です。

○年度更新の手続はいつ行うの？
　　今年度は６月１日（火）から７月12日（月）までの間に行わなければなりません。

○年度更新申告書等の書類は？
　　年度更新申告書等の関係書類は、事業主あてに６月上旬に送付されます。

○年度更新事務の説明会は？
　　新型コロナウイルスの影響により本年度も実施しません。

○年度更新等の手続を電子申請できますか？
　�　労働保険の適用徴収関係手続については、インターネットによる電子申請で行うことも
できます。電子申請では、労働局、労働基準監督署又はハローワークの窓口に直接行くこ
となく、夜間、休日でも手続を行うことができます。電子申請を行うにあたっては、「電子
証明書」または「ＧビズＩＤアカウント」が必要となります。
　�　なお、６月１日から７月12日までの間、労働局徴収室に電子申請体験コーナーを設置す
る予定ですので、ご利用ください。

○労働保険料は口座振替できますか？
　�　金融機関窓口に「労働保険料等口座振替納付依頼書」を提出することで、口座振替納付が
できます。手数料はかからず、金融機関へ出向くことなく労働保険料の納付ができ、納め
忘れの心配がないといったメリットがありますので、ご活用ください。

○年度更新の手続き後に照会等がありますか？
　�　事業主から申告された申告書の記載内容については、記載漏れ等により内容確認が必要
な場合、労働局、労働基準監督署又はハローワークから照会することがあります。
　　また、厚生労働省が審査委託した業者から照会することもあります。

問い合わせ先　長野労働局総務部労働保険徴収室：適用第二係　☎026-223-0552

令和3年度労働保険料の
確定・概算申告のお知らせ

長野労働局総務部労働保険徴収室
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　　実施にあたって相談したい
　　  テレワーク相談センター：0120-861-009  
　　労務管理や助成金などを知りたい
　　  長野働き方改革推進支援センター：0120-088-703　　　　　　　　　↑
　　　☆人材確保等支援助成金（テレワークコース）についてホームページでも確認できます
　　県内の導入事例を見たい
　　  長野県作成「テレワーク導入ガイドブック」参照　→
　　　（お問合せ先：労働雇用課�026-235-7118）

令和3年3月25日  雇用型テレワークガイドラインを改定しました

テレワークを有効に活用しましょう
～　新型コロナウイルス感染症対策のためのテレワーク実施　～

テレワークの効果

業務の切り出し

企業のメリット

労働者のメリット

改定のポイントは？

■�非常時に感染リスクを抑えつつ、事業の継続が可能
■�従業員の通勤負担の軽減が図れる
■�優秀な人材の確保や、雇用継続につながった
■�資料の電子化や業務改善の機会となった

□✓�対象作業の選定は「業務単位」で整理することがポイント
□✓�テレワークでは難しいと思われる業務についても、緊急事態宣言を受けて、
　�一旦やってみたら意外にできることが分かったというケースも多い
□✓�仕事のやり方を工夫することで一気に進む場合も

■�通勤の負担がなくなった
■�外出しなくて済むようになった
■�家族と過ごす時間や趣味の時間が増えた
■�集中力が増して、仕事の効率が良くなった

□✓�労務管理全般に関する記載の追加（人事評価、費用負担、人材育成等）
□✓�労働時間の把握について対応方法を記載（パソコンの使用時間の記録、労働者の自己申告等）
□✓�メンタルヘルス対策や作業環境整備等についてチェックリストを作成

ガイドラインの詳細は、長野労働局ホームページからご覧になれます→

長野労働局　雇用環境・均等室
（電話０２６－２２３－０５５１） （令和3年５月）

働き方改革　長野労働局 検索
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行政書士　木村　和彦　街の法律家　行政書士に聞く

　相続といえば、お亡くなりになった瞬間から発
生するものと思われがちですが、最近は元気なう
ちから何らかの対策を行うお客様が増加してきて
おります。私の事務所でも、「家族信託」を中心と
したご家族による財産管理をご希望されている方
からの相談が増えてきました。

認知症とその対策
　生前でクローズアップされるのが「認知症」とい
うキーワードですが、認知症になると基本的に預
貯金が凍結される、自分名義の不動産の売買や賃
貸ができなくなる、株主総会の開催ができないな
どの弊害が現れます。それらを解決してくれるの
が、「成年後見制度」ですが、最高裁判所の資料に
よりますと、平成20年代後半での申立て件数推
移は、年間約27,000件から横ばいで推移してお
り、認知症患者が増えている状況でもその件数は
増加していません。これはあくまでも「成年後見
制度」は何も対策をしないまま認知症になってし
まった場合のセーフティーネットであるからと考
えています。「成年後見制度」はとても大切な制度
ではありますが、一般的な対策である以上、使い
勝手が悪いのも仕方ありません。
　また、認知症患者は2020年に600万人であっ
たものが、2030年には700万人を超えてくると
予測されています。そして2030年の認知症患者
の金融資産額は200兆円を超えるとの試算が第一
生命経済研究所から発表されています。まさにこ
れが凍結されたら、日本の経済に影響を与えるこ
とは必至です。それらを解決するため「成年後見
制度」を活用していくことになりますが、法定後
見人がご家族に代わって財産を管理することにな
り、ご家族が自由に財産を使うことや、不動産売
買をすることは困難です。また後見人への毎月の
報酬支払は、お亡くなりになるまで継続されます。
そこが、「成年後見制度」活用の障壁になっている
のではないでしょうか。

家族信託の積極的活用
　そこで最近話題になるのが、「家族信託」です。
「家族信託」は契約ですので、もしも認知症になっ
てしまったら契約することはできませんが、まだ
元気なうちに契約することにより、ご自身の要望
に沿った財産管理・資産承継の形が実現できると

言われています。「成年後見制度」と違い、財産管
理はご家族が行うことができます。また不動産活
用をする中で、それらの収入を介護施設への入居
費用に充てることも可能になり、かなり柔軟な対
応ができるようになるかと思います。また、「自
分が死んだら妻に遺産を遺して生活を保障したい
が、認知症を発症した妻に代わり、妻亡き後の資
産承継先まで自分で決めたい」など、遺言書を作
成するよりも一歩踏み込んだ数次相続対策までが
実現できるようになります。

事業承継と家族信託
　我が国の開業率はバブル時代の1988年をピー
クに減少に転じ、2018年度は4.4％まで低下して
います。また廃業率は同じく2018年度が3.5％と
なり、新型コロナウイルス感染症の影響もあって
か、開業率と廃業率が接近しています（厚生労働
省「雇用保険事業年報」）。
　中小企業としての事業承継は、経営者の高齢化
と親族後継者の減少の影響により、より厳しいも
のになっています。事業承継税制の活用や株式の
生前贈与などの対策はあるものの、なかなか思う
ように進んでいかないのが現状ではないでしょう
か。事業承継を考える場合に大切なのは経営権の
承継と財産権の承継の両面の実施であると言われ
ています。そこで、生前の相続対策としての「家
族信託」が、この事業承継でも活躍していくこと
になります。
　例えば、「生前贈与で長男に自社株を渡したい
が、経営権は手元に置いておきたい」「社長が
100％株式を保有しており、将来病気や怪我で意
思能力がなくなり、経営判断がなくなるのを回避
したい」「後継者以外の相続人から遺留分の請求を
受けて不動産の持分を渡したくない」など、多岐
にわたり解決の道を示してくれます。

　最近はテレビやネット等で「家族信託」という言
葉を目にすることが増えてきましたが、まだまだ
これから普及していく新たな対策であろうと思い
ます。是非この機会にみなさまが「家族信託」を活
用することによって、ご自身の将来に向けての財
産管理の見直しや最善な事業承継をお考えになる
足掛かりになればと願っております。

生前の相続対策の重要性と事業承継
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		長野支部は全国に比べて高血糖の人の割合が高い!!
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図1：空腹時血糖≧100mg/dlの方の割合

長野支部平均47.0％
図2：代謝（血糖）リスク保有者の割合【被保険者・業態別】

図3：代謝（血糖）リスク保有者の割合
【年代別】
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　ご存じですか？
　協会けんぽ長野支部加入者約20万人のデータから、「空腹時血糖」
において正常値を上回る人の割合が男性は3.7％、女性では2.0％、
全国平均に比べ高いことがわかりました。（図1参照）

長野支部の代謝（血糖）リスク保有者（※）には、
どのような特徴があるのかを分析してみました。

　30歳代から70歳代を年代別にみると、リスク保有者の割合は40歳
代から60歳代にかけて急激に上昇しています。（図3参照）
　摂取した糖質は、体内でブドウ糖に分解され、インスリンホルモン
により細胞に取り込まれエネルギー源となっています。
　しかし、インスリンホルモンの働きには限りがあります。若いころ
からの過食（エネルギーの過剰摂取）により、インスリンホルモンを多
く消費してしまうことは、将来の血糖値コントロール不良につながっ
てしまいます。

　長野支部加入者が勤務する事業所の業態別にみると、リスク保有者の割合に差があることがわかりました。（図2参照）
　最も多い業態は「鉱業・採石業・砂利採取業」の57.9％となりました。一方、最も少ない業態は「教育・学習支援業」の
41.0％と、その差は約17％にのぼります。

※2019年度の生活習慣病予防健診・および事業者健診で空腹時血糖≧100mg/dlまたはHbA1ｃ≧5.6％

		加入者の業態によってリスク保有者の割合に差が!!

		血糖値リスク保有者の割合は40歳代から上昇!!

　　　　　　			「お菓子や清涼飲料水（甘いもの）に気をつける」だけではダメ!?
　血糖値を上げないようにするためには、甘いものを控えていればよいというわけではありませ
ん。問題は脂っこいもの・大量のごはんを食べるといったエネルギーの過剰摂取です。食事を腹
八分目に抑えること・食物繊維が含まれる野菜のおかずと組み合わせることにより、満腹感が得
られるとともに急激な血糖値の上昇が抑えられます。

そこで!

血糖値の上昇を防ぐ
身近なポイント

野菜を
プラス！
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共に目指します。世界で一番（ACE）の健康長寿。

+10

メルマガ登録から健康づくりを始めよう♪
毎月10日に健康情報配信中！
登録はこちらから→→→
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中小企業・個人事業所の

 
 

 

共済商品の内容 
    

保障のコース 
① 入院共済金 

入院１日目から３０日まで 

② 休業支援共済金 

継続して３０日以上の入院 

３０日以上入院した場合 

の合計額 （ ①＋② ） 

１００万円
コース 

１日につき

１０ ０００円
入院共済金支払限度３０万円

一時金で７０万円 １００万円

５０万円コース 
１日につき ５，０００円 

入院共済金支払限度１５万円 
一時金で ３５万円 ５０万円 

３０万円コース 
１日につき ３，０００円 

入院共済金支払限度９万円 
一時金で ２１万円 ３０万円 

○ 詳細につきましてはパンフレットをご覧ください。  

 
 
  

休 業 支 援 共 済
 

 

持病を 

お持ちの方も 

ご相談 

   ください。 

 

長野県福祉共済協同組合 【北信支部】 長野市中御所岡田 131-10 長野県中小企業会館 3階 
【東信支部】 上田市常田 2丁目 20-26 トキダビル３階 

【中信支部】 松本市中央 1丁目 23-1 松本商工会館３階 
【南信支部】 諏訪市高島 2丁目 1201-40 RAKO 華乃井ホテルパレス１階 
【飯田支所】 飯田市主税町３-１ いいだ会館３階 

〒380-0936長野市中御所岡田131-10 長野県中小企業会館3階 

TEL.026(269)0885 
TEL.0268(24)1789 

TEL.0263(33)0510 
TEL.0266(78)4033 
TEL.0265(24)7099 
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※審査の結果、ご融資できない場合がございます。●詳しくは、窓口または担当者までお問い合わせください。

デジタル化投資、DX、カーボンニュートラル等
事業者さまの成長戦略に

● デジタル化によるシステム導入資金
● 脱炭素等の環境負荷低減に関する設備資金
● 生産性の向上、新分野進出、新サービスの展開等に伴う資金
● 成長戦略に基づく土地購入、建物取得等にかかる資金
● 雇用促進、従業員教育にかかわる資金

【主な例】

事業の持続可能性を高めるため、デジタル技術の活用や脱炭素等、
新たな事業価値の創造を図るなど、成長戦略にかかわる資金として、お役立てください。
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☆働きやすい職場環境づくり
　「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」を果
たすとともに「あらゆる差別の撤廃と
人権教育の推進」に邁進しましょう。

地球に優しい企業人の皆様へ
“�あなたにもできる。
　��ライフスタイルの見直しで、
　　　１人１日１kgのCO2 削減”

「信州の安心なお店 認証制度」のご案内
１．認証の対象となる事業者（６月３日時点）

　�　「新型コロナ対策推進宣言」を実施している飲食業（持ち帰り・配達飲食サー
ビス業を含む）及び宿泊業、クリーニング業、理美容業、公衆浴場業、冠婚葬
祭業（結婚式場業）、文化芸術施設（映画館・博物館・美術館）、スポーツ施設
提供業、遊戯場、カラオケボックス業、療術業の事業者の皆様

　　※�その他の業種につきましては、利用者に接する機会が多い業種を優先して、順次、
拡大していく予定です。

２．事業者の認証までの流れ

３．申請方法

４．認証事業者サポート内容

プレミアム付きクーポンの
取扱いができます！

3,000円（1冊）で5,000円分利用で
きるプレミアム付きクーポンの取扱い
ができます。
2,000円分のプレミアム分は長野県が
費用を負担します。
１店舗につき、最大100冊まで取扱い
が可能です。
※�クーポンの発売可能時期や期限等に
ついては、認証後に事務局よりお送
りする手引き等をご確認ください。

サポート01
安心なお店

応援スタンプラリー（仮称）
に参加できます！

一定数の対象店舗を利用する
と、抽選で豪華賞品が当たる
というもので、各種メディア
でも告知を行いますので、参
加により集客のサポートを行
います。
※�参加希望の店舗には、事務
局より別途ご案内をお送り
します。

サポート02
模範的に取り組まれている店舗を

TV番組や特設サイトで
紹介します！

感染対策について、他の店舗の参考とな
る模範的な取組をされている店舗を、民
放テレビ局のミニ番組やYouTubeなど
各種メディアでご紹介いたします。
また、認定されたすべての店舗は、キャ
ンペーンの特設サイトに掲載いたしま
す。
※�対象店舗は、現地確認の結果を踏まえ、
事務局側で選定させていただきます。

サポート03
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産業雇用安定センターとは
人材を送り出す企業と人材を受け入れる企業との間で様々な
人材マッチングを支援している公的機関です。

人材確保・再就職・
出向をサポート

約22万人の実績

サービスのラインナップ

長野事務所

〒380-0921　長野市栗田源田窪1000-1　長栄長野東口ビル3階
TEL 026-229-0555　　FAX 026-229-0333

産業雇用

約５００人のコンサルタントが全国対応。利用料・紹介料無料

1

人材育成・企業間交流の
ための出向支援３

新規分野開拓のために
経験者を受け入れたい

他企業での就業経験に
より従業員の能力・技術

向上を図りたい

専門性の高い人材を
雇いたい、人材を確保したい

事業の整理・縮小を
検討している

キャリア
人材バンク２

能力・技術を有する
高齢者の雇用を検討

６６歳以降もまだまだ
働きたい

セミナー事業（有料）4

●新入社員研修・フォローアップ研修
●リーダーシップスキルアップセミナー
●マネジメントスキルアップセミナー
●ハラスメントセミナー　など

人材確保・再就職の
人材マッチング

マッチング

マッチング マッチング

チラシ　人材確保・再就職・出向をサポート　20210401




